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は じ め に 

 

工業統計調査は、経済産業省所管の統計法に基づく基幹統計調査として、製造事業

所の活動状況について毎年 12 月 31 日現在で実施している調査です。 

本書は、平成 25 年分調査結果について、経済産業省が公表した調査結果に基づき、

業種別、従業者規模別などに分けて、本市分として取りまとめたものです。 

平成 20 年 9 月のリーマンショック以降の全国的な景気悪化からの回復傾向が続い

ていましたが、平成 25 年の調査結果では円安の影響を受け、ほとんどの指標で前年

（平成 24 年）結果を下回りました。しかしながら、一部の業種では引き続き回復傾

向が見られます。 

作成に当たり、本書を行政上の基礎資料として活用することはもとより、関係各方

面で幅広く御利用いただければ幸いと思います。 

なお、本書の刊行に当たり、格別の御協力をいただきました各事業所に対し厚くお

礼申し上げますとともに、今後も一層の御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

 

平成 27 年 3 月 

 

 

常 滑 市 企 画 課 
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利 用 者 の た め に                

 

1 調査の概要 

(1) 調査の目的 

工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得ることを目的とし

ています。 

(2) 調査の法的根拠 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）に基づく基幹統計調査として、工業統計調査

規則（昭和 26 年通商産業省令第 81 号）によって実施されるものです。 

(3) 調査の期日 

平成 25 年 12 月 31 日現在を調査期日とし、一部項目については平成 25 年 1

月 1 日から 12 月 31 日までの１年間の実績を調査したものです。 

(4) 調査の範囲 

日本標準産業分類に掲げる大分類Ｅ－製造業に属する事業所（国に属する事業

所、製造加工を行っていない本社等及び従業者を除く）を対象としています。 

ただし、西暦末尾 0、3、5、8 年以外の年は、従業者 3 人以下の事業所を調査

票の記入対象から除外しています。平成 22 年については、平成 24 年 2 月に実施

される「経済センサス－活動調査」において、全ての事業所を対象にしているこ

とから、従業者 3 人以下の事業所を調査票の記入対象から除外しています。 

なお、「経済センサス－活動調査」は 5 年ごとに実施される予定であり、平成

24 年以降の工業統計調査は、基本的に従業者数 4 人以上の事業所を対象に実施

します。 

(5) 調査の方法 

従業者 30 人以上の事業所については「工業調査票甲」、従業者 29 人以下の事

業所については「工業調査票乙」を用いて調査を行っています。 

調査を行う方式には、所定様式の調査票を調査員が対象事業所に配布して、記

入を依頼し、回収する「調査員調査方法」、経済産業省がその事業所の本社に傘

下の調査対象事業所ごとの調査票の記入を依頼し、回収する「本社一括調査方式」、

経済産業省が調査対象事業所（複数の傘下事業所を有する）に直接調査票等関係

用品を送付し、回収する「国直送調査方式」の 3 種類があります。 

 

2 利用上の注意 

この報告書は、従業者 4 人以上の事業所の統計表を基本としています。 

また、調査期日現在において、操業準備中、操業開始後未出荷及び休業中の事業所

については集計から除外しました。 

 (1) 主な用語の説明 

① 原材料使用額等 
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平成 25 年 1 年間における原材料使用額、燃料使用額、電力使用額、委託生

産費、製造等に関連する外注費及び転売した商品の仕入れ額であり、消費税額

を含んだ額です。 

② 製造品出荷額等 

平成 25 年 1 年間における製造品出荷額及び加工賃収入額並びにその他の収

入額の合計であり、消費税等内国消費税額を含んだ額です。 

※ 内国消費税額とは、消費税、酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税

の納付税額又は納付すべき税額のことです。なお消費税額は以下の算式によ

り推計しています。 

ア 従業者 30 人以上の事業所 

有形固定資産、製造品在庫額、半製品・仕掛品の価額、原材料・燃料の在

庫額及び品目別製造品在庫額が 

(ア)消費税込みでの記入、もしくは消費税込み・抜きの明示がない事業所 

推計消費税額＝{製造品出荷額等×(1－輸出比率)－(原材料使用額等＋原

材料及び燃料在庫額(年末－年初))－(土地を除く有形固定

資産取得額＋建設仮勘定(増－減))}÷1.05×0.05 

(イ)消費税抜きでの記入の事業所 

推計消費税額＝{((製造品出荷額等×(1－輸出比率)－原材料使用額等)÷

1.05)－(原材料及び燃料在庫額(年末－年初))－(土地を除

く有形固定資産取得額＋建設仮勘定(増－減))}×0.05 

イ 従業者 29 人以下の事業所 

推計消費税額＝{製造品出荷額等×(1－輸出比率)－原材料使用額等}÷

1.05×0.05 

なお、その他収入額とは、製造品出荷額及び加工賃収入額以外の収入額（例

えば修理料収入額や構内店舗での製造小売収入等）をいいます。平成 18 年調

査までは修理料収入額のみを集計しておりましたが、平成 19 年調査から、近

年の企業の多角化の進展に対応し、製造業全体の実態をより的確に把握するた

め、新たに項目として加えたものです。 

③ 生産額 

従業者 30人以上の事業所＝製造品出荷額＋加工賃収入額＋(製造品年末在庫額

－製造品年初在庫額)＋(半製品及び仕掛品年末価

額－半製品及び仕掛品年初価額) 

従業者 29 人以下の事業所＝製造品出荷額＋加工賃収入額 

④ 付加価値額 

従業者 30人以上の事業所＝製造品出荷額等＋(製造品年末在庫額－製造品年初

在庫額)＋(半製品及び仕掛品年末価額－半製品及

び仕掛品年初価額)－(原材料使用額等＋減価償却

額＋内国消費税額) 
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従業者 29 人以下の事業所＝製造品出荷額等－(原材料使用額等＋内国消費税額) 

 

(2) 産業分類の表示及び軽工業と重化学工業の区分について 

結果表は日本標準産業分類の中分類別に表示しています。その名称は略称を用

いており、略称及び軽工業と重工業の区分については次の表 1、2 のとおりです。 

 

表 1 軽工業分類･略称一覧 

産    業    分    類 略    称 

 09 食料品製造業 
 10 飲料・たばこ・飼料製造業 
 11 繊維工業 
 12 木材・木製品製造業(家具を除く) 
 13 家具・装備品製造業 
 14 パルプ・紙・紙加工品製造業 
 15 印刷・同関連業 
 18 プラスチック製品製造業 
 19 ゴム製品製造業 
 20 なめし革・同製品・毛皮製造業 
 21 窯業・土石製品製造業 
 32 その他の製造業 

 09 食料品 
 10 飲料・飼料 
 11 繊維 
 12 木材・木製品 
 13 家具・装備品 
 14 パルプ・紙 
 15 印刷 
 18 プラスチック 
 19 ゴム製品 
 20 皮革製品 
21 窯業・土石 

 32 その他 

表 2 重化学工業分類･略称一覧 

産    業    分    類 略    称 

 22 鉄鋼業 
 23 非鉄金属製造業 
 24 金属製品製造業 
 25 はん用機械器具製造業 
 26 生産用機械器具製造業 
 27 業務用機械器具製造業 
 28 電子部品・デバイス電子回路製造業 
 29 電気機械器具製造業 
 30 輸送用機械器具製造業 

 22 鉄鋼 
 23 非鉄金属 
 24 金属製品 
 25 はん用機械 
 26 生産用機械 
 27 業務用機械 
 28 電子部品 
 29 電気機械 
 30 輸送機械 

 

(3) その他 

ア 表及び図の数値の単位未満は四捨五入しているため、総数と内訳が一致しな

い場合があります。なお、「0」、「0.0」とあるのは単位未満の数値です。 

イ 統計表で用いる符号は、次のとおりです。 

「Ｘ」＝ 事業所数 2 以下の場合及び事業所数 3 以上の場合でも前後の関連で

数値が判明する場合、その集計数値を統計法に基づき秘匿したもの 

「－」＝ 該当の数値がないもの 

「△」＝ 負の数値を示したもの 
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結 果 の 概 要 

 

1 工業の推移 

平成 25 年の工業統計調査は同年 12 月 31 日現在で実施し、本市の事業所数は 161

事業所となっており平成 15 年以降、継続して減尐しています。従業者数は 5,634 人

で、前年と比較し、280 人の減尐となりました。 

製造品出荷額等は、平成 9 年まで増加を続け 2,000 億円を越えましたが、平成 10

年以降は各年増減を繰り返し、1,500 億円から 1,800 億円台で推移していました。平

成 21 年には 1,500 億円を割り込みました。その後、回復傾向にありましたが、平成

25 年には前年と比較して 36 億円減尐しました。（1,480 億円） 

付加価値額は、489 億円で前年と比較し 17 億円減尐しています。 

表 3 工業の推移 

年次(西暦) 事業所数 従業者数 製造品出荷額等 付加価値額 

 

昭和  50 年(1975 年) 

55 年(1980 年) 

60 年(1985 年) 

平成   2 年(1990 年) 

7 年(1995 年) 

8 年(1996 年) 

9 年(1997 年) 

10 年(1998 年) 

11 年(1999 年) 

12 年(2000 年) 

13 年(2001 年) 

14 年(2002 年) 

15 年(2003 年) 

16 年(2004 年) 

17 年(2005 年) 

18 年(2006 年) 

19 年(2007 年) 

20 年(2008 年) 

21 年(2009 年) 

22 年(2010 年) 

 24 年(2012 年) 

25 年(2013 年) 

 

908 

859 

456 

423 

373 

352 

342 

335 

318 

316 

301 

261 

262 

244 

236 

223 

214 

205 

186 

182 

172 

161 

 (人) 

10,954 

10,153 

8,642 

9,108 

8,555 

8,191 

8,232 

7,297 

6,936 

6,900 

7,152 

6,281 

5,815 

5,827 

6,438 

6,238 

6,300 

6,089 

5,590 

5,645 

5,914 

5,634 

    (万円) 

6,229,591 

10,139,894 

11,914,937 

17,658,125 

19,361,875 

19,536,319 

21,234,414 

18,506,310 

17,546,071 

16,237,468 

17,162,638 

15,910,495 

16,761,924 

17,996,966 

18,713,322 

19,859,589 

18,200,604 

18,166,672 

14,754,961 

15,412,882 

15,234,677 

14,865,285 

   (万円) 

3,048,088 

4,993,855 

5,659,754 

8,775,164 

10,439,962 

10,176,318 

11,444,620 

9,587,793 

8,089,592 

7,349,039 

8,395,148 

7,644,650 

7,801,974 

8,448,294 

8,345,345 

9,124,760 

6,675,091 

6,403,504 

4,816,911 

4,409,580 

5,059,971 

4,886,747 
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表 4 工業の推移 

区分 年 平成20年 21年 22年 24年 25年

205 186 184 172 161

指　数 100.0 90.7 89.8 83.9 78.5

6,089 5,590 5,645 5,914 5,634

（人） 指　数 100.0 91.8 92.7 97.1 92.5

2,528,390 2,074,879 2,089,343 2,176,955 2,232,663

（万円） 指　数 100.0 82.1 82.6 86.1 88.3

18,166,672 14,754,961 15,412,882 15,233,255 14,865,285

（万円） 指　数 100.0 81.2 84.8 83.9 81.8

16,354,559 13,201,154 14,054,931 13,920,040 13,732,162

（万円） 指　数 100.0 80.7 85.9 85.1 84.0

6,403,504 4,816,911 4,409,580 5,059,971 4,886,747

（万円） 指　数 100 75.2 68.9 79.0 76.3

　生　    　 産　     　額

　付 　加 　価 　値 　額

　事　 　業　 　所　　 数

　従 　　業 　　者 　　数

　現 　金　 給　 与 　額

　製 造 品 出 荷 額 等

 

 

 

図 1 平成 20年を 100 とした場合の指数グラフ 
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2 事業所数 

事業所数は、161 事業所で前年に比

べ 11 事業所(5.5%)の減尐となりま

した。 

部門別では、軽工業が 105 事業所

(構成比 65.2%)で前年に比べ 6事業所

(5.6%)の減尐となりました。 

重化学工業は 56 事業所(構成比

34.8％)で前年に比べ 5 事業所(8.2％)

の減尐となりました。 

業種別で最も多いのが、窯業・土石

の 62 事業所(構成比 38.5%)で前年に

比べ 1 事業所(6.1%)の減尐、続いて輸

送機械の 21 事業所(構成比 13.0％)と

なっています。 

 

 

表 5 産業別事業所数の推移  

　　　　　　　年 21年 22年 24年 25年

 区分 前年比 構成比

総　　　数 186 182 172 161 93.6 100.0

軽　工　業 123 117 111 105 94.6 65.2

食料品 11 10 10 10 100.0 6.2

繊維 9 8 8 8 100.0 5.0

家具・装備品 7 7 6 5 83.3 3.1

プラスチック 8 5 8 7 87.5 4.3

窯業・土石 74 71 66 62 93.9 38.5

その他の業種 14 16 13 13 100.0 8.1

重化学工業 63 65 61 56 91.8 34.8

鉄鋼 6 6 5 5 100.0 3.1

金属製品 11 11 9 8 88.9 5.0

生産用機械 13 17 14 13 92.9 8.1

輸送機械 22 22 22 21 95.5 13.0

その他の業種 11 9 11 9 81.8 5.6
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図 2 産業別事業所数構成比 

食料品 
6.2% 

繊維 5.0% 

家具･装備品 3.1% 
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その他 
の業種 
8.1% 

鉄鋼 3.1% 

金属製品 
5.0% 

生産用機械 
8.0% 

輸送機械 
13.0% 

総数 

161 事業所 

窯業・土石 
38.5% 

 

その他の業種 7.5％ 



3 従業者数 

従業者数は 5,634 人で前年に比べ

280 人(4.7%)の減尐となりました。 

部門別では、軽工業が 3,158 人(構

成比 56.1%)で前年に比べ 112 人

(3.4%)の減尐となりました。重化学工

業は 2,476 人(構成比 43.9%)で前年に

比べ 168 人(7.0%)の減尐となりまし

た。 

業種別で最も多いのが、輸送機械の

1,723 人(構成比 30.6%)で前年に比べ

60 人(3.6%)の増加、続いて窯業・土

石の 1,517 人(構成比 26.9%)で前年に

比べ 54 人(3.4%)の減尐となりました。 

 

 

 

 

表 6 産業別従業者数の推移 (単位:人) 

　　　　　　　年 21年 22年 24年 25年

 区分 前年比 構成比

総　　　数 5,590 5,645 5,914 5,634 95.3 100.0

軽　工　業 3,042 3,174 3,270 3,158 96.6 56.1

食料品 519 555 527 533 101.1 9.5

繊維 114 105 131 130 99.2 2.3

家具・装備品 404 468 421 389 92.4 6.9

プラスチック 257 237 316 298 94.3 5.3

窯業・土石 1,443 1,481 1,571 1,517 96.6 26.9

その他の業種 305 328 304 291 95.7 5.2

重化学工業 2,548 2,471 2,644 2,476 93.6 43.9

鉄鋼 266 264 225 221 98.2 3.9

金属製品 162 173 155 159 102.6 2.8

生産用機械 352 370 357 162 45.4 2.9

輸送機械 1,535 1,437 1,663 1,723 103.6 30.6

その他の業種 233 227 244 211 86.5 3.7
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図 3 産業別従業者数構成比 
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4 製造品出荷額等 

製造品出荷額等は、1,486 億 5,285

万円で前年に比べ 36 億 9,392 万円

(2.4%)の減尐となりました。 

部門別では、軽工業が 872 億 9,632

万円(構成比 58.7%)で前年に比べ 15

億 4,021 万円(1.8%)の増加、重化学工

業は 613億 5,653万円(構成比 41.3%)

で前年に比べ 52 億 3,413 万円(7.9%)

の減尐となりました。 

業種別に見ると、輸送機械が最も大

きく 437億 2,895万円(構成比 29.4%)

で前年と比べ16億8,129万円 (4.0%)

の増加。次いで窯業・土石の 321 億

1,568 万円(構成比 21.6%)で、前年と

比べ 9 億 2,230 万円(2.8％)の減尐と

なっています。 

 

表 7 産業別製造品出荷額等の推移 (単位:万円) 
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図 4 産業別製造品出荷額等構成比 
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総数 

1,486 億 

5,285 万円 

　　　　　　　年 21年 22年 24年 25年

 区分 前年比 構成比

総　　　数 14,754,961 15,412,882 15,234,677 14,865,285 97.6 100.0

軽　工　業 10,122,735 9,787,057 8,575,611 8,729,632 101.8 58.7

食料品 848,342 832,812 871,551 987,131 113.3 6.6

繊維 71,672 106,005 118,296 140,668 118.9 0.9

家具・装備品 4,634,156 4,560,896 3,084,487 3,171,295 102.8 21.3

プラスチック 494,195 446,960 495,318 517,516 104.5 3.5

窯業・土石 3,427,891 3,203,447 3,303,798 3,211,568 97.2 21.6

その他の業種 646,479 636,937 702,161 701,454 99.9 4.7

重化学工業 4,632,226 5,625,825 6,659,066 6,135,653 92.1 41.3

鉄鋼 773,913 827,602 962,096 932,057 96.9 6.3

金属製品 296,353 382,197 445,394 409,119 91.9 2.8

生産用機械 589,732 591,627 685,802 222,817 32.5 1.5

輸送機械 2,711,277 3,590,517 4,204,766 4,372,895 104.0 29.4

その他の業種 260,951 233,882 361,008 198,765 55.1 1.3



5 生産額 

生産額は、1,373 億 2,162 万円で前

年に比べ 18 億 7,878 万円(1.3%)の

減尐となりました。 

部門別では、軽工業が 779 億 669

万円(構成比 56.7%)で前年に比べ 9億

7,946 万円(1.3%)の増加、重化学工業

は 594 億 1,493 万円(構成比 43.3%)

で前年に比べ 28 億 5,824 万円(4.6％)

の減尐となりました。 

業種別では、前年からの変動の大き

い業種として、繊維が前年比 19.9%(2

億 3,162 万円)の増加、鉄鋼が前年比

17.2%(11 億 3,525 万円)の増加となっ

ています。 

 

 

 

 

表 8 産業別生産額の推移 (単位:万円) 
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図 5 産業別生産額構成比 

食料品 7.1% 

繊維 1.0% 
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21.3% 

プラスチック 3.8% 
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鉄鋼 5.6% 
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窯業･土石 
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輸送機械 
31.8% 

総数 

1,373 億 

2,162 万円 

生産用機械 1.5% 

　　　　　　　年 21年 22年 24年 25年

 区分 前年比 構成比

総　　　数 13,201,154 14,054,931 13,920,040 13,732,162 98.7 100.0

軽　工　業 8,846,459 8,744,132 7,692,723 7,790,669 101.3 56.7

食料品 853,884 822,124 850,038 980,864 115.4 7.1

繊維 69,389 103,575 116,361 139,523 119.9 1.0

家具・装備品 4,248,793 4,261,794 2,850,941 2,927,749 102.7 21.3

プラスチック 492,957 442,150 493,672 518,842 105.1 3.8

窯業・土石 2,569,968 2,507,523 2,732,107 2,555,060 93.5 18.6

その他の業種 611,468 606,966 649,604 668,631 102.9 4.9

重化学工業 4,354,695 5,310,799 6,227,317 5,941,493 95.4 43.3

鉄鋼 675,354 703,000 659,801 773,326 117.2 5.6

金属製品 293,275 384,339 438,976 411,073 93.6 3.0

生産用機械 522,392 526,397 625,661 202,367 32.3 1.5

輸送機械 2,608,899 3,469,859 4,156,286 4,370,153 105.1 31.8

その他の業種 254,775 227,204 346,593 184,574 53.3 1.3



6 付加価値額 

付加価値額は、488 億 6,747 万円で

前年に比べ 17 億 3,224 万円(3.4%)の

減尐となりました。 

部門別では、軽工業が 394 億 175

万円(構成比 80.6%)で前年に比べ 1億

3,979 万円(2.6%)の減尐、重化学工業

も 94 億 6,572 万円(構成比 19.4%)で

前年に比べ6億9,245万円(7.8%)の減

尐となりました。 

業種別では、鉄鋼が 13 億 2,517 万

円(構成比 2.7%)で、前年比 846.9% 

(11 億 6,870 万円)の増加、繊維が 5

億 1,042 万円(構成比 1.0%)で、前年

と比較して 1 億 1,389 万円(28.7%)の

増加となっています。 

 

 

 

表 9 産業別付加価値額の推移 (単位:万円) 

　　　　　　　年 21年 22年 24年 25年

 区分 前年比 構成比

総　　　数 4,816,911 4,409,580 5,059,971 4,886,747 96.6 100.0

軽　工　業 4,075,072 3,599,040 4,044,154 3,940,175 97.4 80.6

食料品 301,955 310,435 507,286 489,479 96.5 10.0

繊維 31,220 37,694 39,653 51,042 128.7 1.0

家具・装備品 1,583,280 1,227,027 1,103,362 1,183,069 107.2 24.2

プラスチック 151,692 190,854 190,454 181,525 95.3 3.7

窯業・土石 1,702,995 1,532,193 1,843,628 1,678,796 91.1 34.4

その他の業種 303,930 300,837 359,771 356,264 99.0 7.3

重化学工業 741,839 810,540 1,015,817 946,572 93.2 19.4

鉄鋼 151,961 87,619 15,647 132,517 846.9 2.7

金属製品 141,162 187,019 191,844 180,594 94.1 3.7

生産用機械 248,854 253,053 250,058 115,145 46.0 2.4

輸送機械 106,991 214,199 443,785 437,210 98.5 8.9

その他の業種 92,871 68,650 114,483 81,106 70.8 1.7
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図 6 産業別付加価値額構成比 
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7 原材料使用額等 

原材料使用額等は、925 億 8,823 万

円で前年に比べ 7 億 2,422 万円

(0.8%)の減尐となりました。 

部門別では、軽工業が 428 億 7,753

万円(構成比 46.3%)で前年に比べ 22

億 6,833 万円(5.6%)の増加、重化学工

業は 497億 1,070万円(構成比 53.7%)

で前年に比べ 29 億 9,255 万円(5.7%)

の減尐となりました。 

業種別では前年と比べ、食料品が

12 億 9,807 万円(50.4%)の増加、繊維

が 1 億 425 万円（13.7%）の増加とな

っています。 

 

 

 

 

表 10 産業別原材料使用額等の推移 (単位:万円) 

　　　　　　　年 21年 22年 24年 25年

 区分 前年比 構成比

総　　　数 8,921,706 10,098,274 9,331,245 9,258,823 99.2 100.0

軽　工　業 5,417,794 5,678,078 4,060,920 4,287,753 105.6 46.3

食料品 447,946 403,687 257,749 387,556 150.4 4.2

繊維 38,891 66,425 76,348 86,773 113.7 0.9

家具・装備品 2,884,303 3,232,827 1,880,981 1,856,950 98.7 20.1

プラスチック 322,550 233,309 271,550 294,094 108.3 3.2

窯業・土石 1,410,363 1,433,365 1,262,365 1,346,347 106.7 14.5

その他の業種 313,741 308,465 311,927 316,033 101.3 3.4

重化学工業 3,503,912 4,420,196 5,270,325 4,971,070 94.3 53.7

鉄鋼 597,962 700,930 785,171 770,000 98.1 8.3

金属製品 142,620 182,055 230,547 211,827 91.9 2.3

生産用機械 330,662 333,713 449,963 82,836 18.4 0.9

輸送機械 2,271,546 3,044,459 3,568,810 3,797,625 106.4 41.0

その他の業種 161,122 159,039 235,834 108,782 46.1 1.2
 

図 7 産業別原材料使用額等構成比 
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8

5
4
3

4
2
5

2
5
1
,4

6
2

5
2
5
,2

2
5

1
,0

4
9
,4

0
7

8
5
6
,4

9
8

1
6
4
,8

0
3

2
8
,1

0
6

1
,0

2
1
,3

0
1

4
9
8
,3

2
8

3
0

～
9
9

人
2
5

1
,2

9
7

7
8
0

5
1
7

4
7
4
,4

5
3

1
,2

2
0
,8

4
1

2
,3

2
9
,1

3
8

1
,9

3
9
,8

6
4

3
6
4
,4

6
0

2
4
,8

1
4

2
,2

9
3
,5

4
3

9
8
1
,4

9
8

1
0
0

人
以

上
1
2

2
,9

6
3

2
,1

3
9

8
2
4

1
,4

1
1
,9

2
7

7
,3

8
1
,6

5
7

1
1
,2

0
8
,7

1
5

1
0
,0

8
6
,7

2
9

-
1
,0

6
8
,3

3
9

1
0
,1

4
5
,8

8
3

3
,2

6
6
,9

7
7

産
業

中
分

類

従
業

者
規

模
事

業
所

数
従

業
者

数
現

金
給

与
額

原
材

料
使

用
額

等

事
業

所
数

現
金

給
与

額
原

材
料

使
用

額
等

従
業

者
数

(人
)

製
造

品
出

荷
額

等
生

産
額

付
加

価
値

額

生
産

額
付

加
価

値
額

製
造

品
出

荷
額

等
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（
３
）
産

業
中

分
類

別
対

前
回

比
較

表
（
従

業
者

４
人

以
上

の
事

業
所

）

項
目

　
　

　
　

　
平

　
　

　
成

　
　

　
2
4
　

　
　

年
　

　
　

　
　

平
　

　
　

成
　

　
　

2
5
　

　
　

年
　

　
　

　
　

　
　

対
　

　
前

　
　

年
　

　
比

　
　

　
　

　
構

　
　

　
　

成
　

　
　

　
比

産
業

中
分

類
事

業
所

数
従

業
者

数
製

造
品

出
荷

額
等

事
業

所
数

従
業

者
数

製
造

品
出

荷
額

等
事

業
所

数
従

業
者

数
製

造
品

出
荷

額
等

事
業

所
数

従
業

者
数

製
造

品
出

荷
額

等

（
人

）
（
万

円
）

（
人

）
（
万

円
）

（
％

）
（
％

）
（
％

）
（
％

）
（
％

）
（
％

）

1
7
2

5
,9

1
4

1
5
,2

3
3
,2

5
5

1
6
1

5
,6

3
4

1
4
,8

6
5
,2

8
5

9
3
.6

9
5
.3

9
7
.6

1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

軽
　

　
工

　
　

業
1
1
1

3
,2

7
0

8
,5

7
4
,1

8
9

1
0
5

3
,1

5
8

8
,7

2
9
,6

3
2

9
4
.6

9
6
.6

1
0
1
.8

6
5
.2

5
6
.1

5
8
.7

0
9
　

食
料

品
1
0

5
2
7

8
7
1
,5

5
1

1
0

5
3
3

9
8
7
,1

3
1

1
0
0
.0

1
0
1
.1

1
1
3
.3

6
.2

9
.5

6
.6

1
0
　

飲
料

・
飼

料
1

2
5

X
1

2
5

X
1
0
0
.0

1
0
0
.0

X
0
.6

0
.4

X

1
1
　

繊
維

8
1
3
1

1
1
8
,2

9
6

8
1
3
0

1
4
0
,6

6
8

1
0
0
.0

9
9
.2

1
1
8
.9

5
.0

2
.3

0
.9

1
2
　

木
材

・
木

製
品

2
2
5

X
2

3
0

X
1
0
0
.0

1
2
0
.0

X
1
.2

0
.5

X

1
3
　

家
具

・
装

備
品

6
4
2
1

3
,0

8
4
,4

8
7

5
3
8
9

3
,1

7
1
,2

9
5

8
3
.3

9
2
.4

1
0
2
.8

3
.1

6
.9

2
1
.3

1
4
　

パ
ル

プ
・
紙

5
1
5
2

2
1
4
,5

1
4

5
1
4
0

2
1
6
,6

1
8

1
0
0
.0

9
2
.1

1
0
1
.0

3
.1

2
.5

1
.5

1
5
　

印
刷

3
6
1

7
4
,9

7
3

3
5
4

5
8
,3

6
2

1
0
0
.0

8
8
.5

7
7
.8

1
.9

1
.0

0
.4

1
8
　

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

8
3
1
6

4
9
5
,3

1
8

7
2
9
8

5
1
7
,5

1
6

8
7
.5

9
4
.3

1
0
4
.5

4
.3

5
.3

3
.5

1
9
　

ゴ
ム

製
品

0
0

X
-

-
-

-
-

-
-

-
-

2
0
　

皮
革

製
品

0
0

X
-

-
-

-
-

-
-

-
-

2
1
　

窯
業

・
土

石
6
6

1
,5

7
1

3
,3

0
3
,7

9
8

6
2

1
,5

1
7

3
,2

1
1
,5

6
8

9
3
.9

9
6
.6

9
7
.2

3
8
.5

2
6
.9

2
1
.6

3
2
　

そ
の

他
2

4
1

X
2

4
2

X
1
0
0
.0

1
0
2
.4

X
1
.2

0
.7

X

重
　

化
　

学
　

工
　

業
6
1

2
,6

4
4

6
,6

5
9
,0

6
6

5
6

2
,4

7
6

6
,1

3
5
,6

5
3

9
1
.8

9
3
.6

9
2
.1

3
4
.8

4
3
.9

4
1
.3

2
2
　

鉄
鋼

5
2
2
5

9
6
2
,0

9
6

5
2
2
1

9
3
2
,0

5
7

1
0
0
.0

9
8
.2

9
6
.9

3
.1

3
.9

6
.3

2
3
  

非
鉄

金
属

1
2
8

X
-

-
-

-
-

-
-

-
-

2
4
　

金
属

製
品

9
1
5
5

4
4
5
,3

9
4

8
1
5
9

4
0
9
,1

1
9

8
8
.9

1
0
2
.6

9
1
.9

5
.0

2
.8

2
.8

2
5
　

は
ん

用
機

械
4

3
8

6
0
,1

9
0

2
2
5

X
5
0
.0

6
5
.8

X
1
.2

0
.4

X

2
6
　

生
産

用
機

械
1
4

3
5
7

6
8
5
,8

0
2

1
3

1
6
2

2
2
2
,8

1
7

9
2
.9

4
5
.4

3
2
.5

8
.1

2
.9

1
.5

2
7
　

業
務

用
機

械
3

1
9

1
1
,1

0
0

3
2
1

1
1
,7

3
4

1
0
0
.0

1
1
0
.5

1
0
5
.7

1
.9

0
.4

0
.1

2
8
　

電
子

部
品

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

2
9
　

電
気

機
械

3
1
5
9

1
9
8
,5

0
3

4
1
6
5

1
4
1
,0

9
9

1
3
3
.3

1
0
3
.8

X
2
.5

2
.9

0
.9

3
1
　

輸
送

機
械

2
2

1
,6

6
3

4
,2

0
4
,7

6
6

2
1

1
,7

2
3

4
,3

7
2
,8

9
5

9
5
.5

1
0
3
.6

1
0
4
.0

1
3
.0

3
0
.6

2
9
.4

Ｆ
製

造
業

総
計
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２
　

窯
業

土
石

製
品

に
関

す
る

結
果

表
（
１
）
窯

業
土

石
製

品
の

産
業

細
分

類
別

結
果

表
（
従

業
員

４
人

以
上

の
事

業
所

）
　

　
　

　
（
単

位
：
金

額
　

　
万

円
）

製
　

造
　

品
　

出
　

荷
　

額
　

等

総
数

男
女

総
数

出
荷

額
加

工
賃

そ
の

他

総
計

6
2

1
,5

1
7

1
,0

3
0

4
8
7

5
8
2
,9

2
3

1
,3

4
6
,3

4
7

3
,2

1
1
,5

6
8

2
,4

0
7
,9

8
6

1
3
2
,3

8
6

6
7
1
,1

9
6

2
,5

5
5
,0

6
0

1
,6

7
8
,7

9
6

2
1
2
2
　

生
コ

ン
ク

リ
ー

ト
1

4
2

2
X

X
X

X
X

X
X

X

2
1
2
3
　

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

2
1
2
9
　

そ
の

他
の

セ
メ

ン
ト

製
品

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

2
1
3
1
　

粘
土

か
わ

ら
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

2
1
3
2
　

普
通

れ
ん

が
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

2
1
3
9
　

そ
の

他
の

建
設

用
粘

土
製

品
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

2
1
4
1
　

衛
生

陶
器

8
7
4
6

5
9
4

1
5
2

3
8
8
,2

3
8

9
7
7
,8

6
8

2
,4

2
3
,0

5
8

1
,6

7
5
,1

3
1

8
0
,9

8
5

6
6
6
,9

4
2

1
,7

8
0
,0

4
9

1
,3

1
7
,2

8
9

2
1
4
2
　

食
卓

用
・
ち

ゅ
う
房

用
陶

磁
器

1
5

9
5

3
8

5
7

1
3
,3

0
3

1
1
,3

2
6

4
0
,7

1
0

3
9
,1

1
0

-
1
,6

0
0

3
9
,1

1
0

2
7
,9

8
4

2
1
4
3
　

陶
磁

器
製

置
物

4
2
6

1
2

1
4

4
,2

5
5

3
,8

2
5

1
0
,5

5
4

1
0
,5

5
4

-
-

1
0
,5

5
4

6
,4

0
8

2
1
4
4
　

電
気

用
陶

磁
器

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

2
1
4
6
　

陶
磁

器
製

タ
イ

ル
1
5

4
0
5

2
3
8

1
6
7

1
1
0
,7

6
9

2
5
5
,4

2
3

5
1
7
,0

0
9

4
9
5
,1

1
5

2
1
,7

5
5

1
3
9

5
0
7
,6

2
5

2
1
0
,6

1
0

2
1
4
7
　

陶
磁

器
絵

付
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

2
1
4
8
　

陶
磁

器
用

坏
土

3
2
4

2
0

4
1
2
,4

0
9

4
7
,7

8
9

8
4
,8

5
1

8
4
,0

1
1

-
8
4
0

8
4
,0

1
1

3
5
,2

9
7

2
1
4
9
　

そ
の

他
の

陶
磁

器
・
同

関
連

製
品

9
1
5
3

9
0

6
3

3
6
,7

8
2

2
6
,8

7
0

8
4
,1

2
4

5
4
,4

7
8

2
9
,6

4
6

-
8
4
,1

2
4

5
4
,5

2
7

2
1
5
2
　

不
定

形
耐

火
物

1
4

2
2

X
X

X
X

X
X

X
X

2
1
5
9
　

そ
の

他
の

耐
火

物
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

2
1
7
2
　

研
削

と
石

1
1
4

8
6

X
X

X
X

X
X

X
X

2
1
7
9
　

そ
の

他
の

研
磨

材
・
同

製
品

2
2
9

1
5

1
4

X
X

X
X

X
X

X
X

2
1
8
6
　

鉱
物

・
土

石
粉

砕
等

処
理

1
4

2
2

X
X

X
X

X
X

X
X

2
1
9
2
　

石
こ

う
(膏

)製
品

1
9

6
3

X
X

X
X

X
X

X
X

2
1
9
9
　

他
に

分
類

さ
れ

な
い

窯
業

・
土

石
製

品
1

4
3

1
X

X
X

X
X

X
X

X

（
２
）
従

業
者

規
模

別
結

果
表

（
従

業
者

４
人

以
上

の
事

業
所

）
　

　
（
単

位
：
金

額
　

　
万

円
）

製
　

造
　

品
　

出
　

荷
　

額
　

等

総
数

男
女

総
数

出
荷

額
加

工
賃

そ
の

他

総
計

6
2

1
,5

1
7

1
,0

3
0

4
8
7

5
8
2
,9

2
3

1
,3

4
6
,3

4
7

3
,2

1
1
,5

6
8

2
,4

0
7
,9

8
6

1
3
2
,3

8
6

6
7
1
,1

9
6

2
,5

5
5
,0

6
0

1
,6

7
8
,7

9
6

0
0
4

～
0
0
9

人
3
4

1
9
1

9
6

9
5

3
7
,1

8
2

4
6
,8

8
4

1
0
6
,8

3
2

9
2
,4

1
3

1
1
,1

4
4

3
,2

7
5

1
0
3
,5

5
7

5
7
,0

9
1

0
1
0

～
0
1
9

人
1
2

1
5
4

8
2

7
2

3
8
,2

2
4

7
5
,6

6
4

1
5
7
,7

6
5

1
4
1
,0

3
6

1
5
,7

5
0

9
7
9

1
5
6
,7

8
6

7
8
,1

9
1

0
2
0

～
0
2
9

人
5

1
2
9

7
0

5
9

3
2
,3

1
8

3
3
,6

9
5

8
9
,4

3
3

6
8
,1

5
4

2
1
,2

7
9

-
8
9
,4

3
3

5
3
,0

8
4

0
3
0

～
0
4
9

人
5

1
9
1

1
2
7

6
4

5
8
,8

0
4

1
2
9
,5

7
2

2
7
1
,7

6
8

2
4
1
,8

8
3

2
9
,8

8
5

-
2
7
0
,3

8
9

1
2
0
,5

7
5

0
5
0

～
0
9
9

人
3

2
2
6

1
7
7

4
9

8
9
,6

1
5

5
1
,8

7
4

1
7
4
,7

3
0

1
2
0
,4

0
2

5
4
,3

2
8

-
1
7
7
,4

8
6

1
0
9
,2

6
4

1
0
0

人
以

上
3

6
2
6

4
7
8

1
4
8

3
2
6
,7

8
0

1
,0

0
8
,6

5
8

2
,4

1
1
,0

4
0

1
,7

4
4
,0

9
8

-
6
6
6
,9

4
2

1
,7

5
7
,4

0
9

1
,2

6
0
,5

9
1

付
加

価
値

額
生

産
額

従
　

業
　

者
　

規
　

模

産
　

業
　

細
　

分
　

類
事

業
所

数
従

　
業

　
者

　
数

　
(人

）
現

金
給

与
額

原
材

料
使

用
額

等

事
業

所
数

従
　

業
　

者
　

数
　

(人
）

現
金

給
与

額
原

材
料

使
用

額
等

生
産

額
付

加
価

値
額
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３
 　

窯
業

土
石

製
品

の
推

移

（１
）　

事
業

所
数

の
推

移
（従

業
者

4人
以

上
の

事
業

所
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
年

産
業

細
分

類
前

年
比

（％
）

構
成

比
（％

）

  
総

  
  

  
  

  
  

  
  

  
計

10
2

95
89

83
74

71
66

62
93

.9
10

0.
0

21
41

衛
  

  
生

  
  

陶
  

  
器

5
6

4
6

6
7

8
8

10
0.

0
12

.9

21
42

食
卓

用
・ち

ゅ
う
房

用
陶

  
 磁

  
 器

26
26

23
24

22
17

17
15

88
.2

24
.2

21
43
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あいちの工業
事業所数 従業者数 製造品出荷額等 付加価値額

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

（％） （人） （％） （万円） （％） （万円） （％）

愛知県 17,187 △ 3.7 789,092 2.6 4,200,184,367 4.9 1,248,270,656 4.6

名古屋市 4,223 △ 6.4 100,083 △ 1.1 346,408,958 2.2 115,180,343 3.0
豊橋市 774 △ 4.3 31,898 1.8 112,669,821 2.8 36,006,286 4.1
岡崎市 751 △ 1.1 36,741 10.9 161,909,689 △ 0.5 60,584,887 △ 0.3
一宮市 851 △ 3.7 21,034 1.5 46,084,311 △ 1.2 15,811,332 △ 0.9
瀬戸市 451 △ 6.0 12,092 2.8 43,635,953 1.2 16,790,669 △ 3.0
半田市 244 △ 2.8 13,497 1.1 75,495,902 △ 1.7 25,111,344 6.0
春日井市 698 △ 4.0 24,731 8.4 69,159,648 5.9 23,296,499 △ 0.6
豊川市 514 △ 1.7 24,264 3.6 82,373,572 4.9 29,305,343 10.1
津島市 166 △ 1.2 4,190 15.2 8,804,788 3.5 3,622,841 4.8
碧南市 371 △ 3.4 15,496 0.7 78,331,465 △ 1.4 29,140,705 14.8
刈谷市 382 △ 0.5 46,559 4.2 173,885,244 14.5 51,667,348 82.6
豊田市 859 △ 2.9 104,219 1.7 1,270,676,608 5.1 319,275,476 1.6
安城市 500 △ 1.8 40,188 0.0 182,393,391 9.2 60,880,048 △ 8.7
西尾市 626 △ 1.7 33,304 10.9 135,069,586 20.1 48,647,674 24.6
蒲郡市 313 △ 2.5 8,546 0.7 21,896,425 △ 1.7 7,508,680 △ 7.2
犬山市 211 △ 5.4 11,195 5.6 38,089,284 △ 7.2 14,479,582 △ 15.5
常滑市 161 △ 6.4 5,634 △ 4.7 14,865,285 △ 2.4 4,886,747 △ 3.4
江南市 194 △ 7.2 4,788 △ 6.2 12,394,428 △ 0.3 3,649,999 △ 12.6
小牧市 623 △ 2.8 34,674 0.9 123,588,698 2.9 34,953,457 △ 10.0
稲沢市 324 △ 1.5 19,029 5.6 97,814,806 8.3 20,301,310 △ 42.4
新城市 161 △ 0.6 7,244 8.4 28,437,050 3.8 11,306,845 0.3
東海市 223 1.8 16,071 1.5 144,509,024 △ 0.6 29,604,909 2.0
大府市 318 △ 2.2 18,945 1.1 82,533,628 19.8 14,973,500 4.8
知多市 83 △ 3.5 4,242 2.4 106,958,597 △ 3.1 6,712,420 △ 63.1
知立市 133 △ 5.0 4,969 △ 0.4 11,213,036 △ 1.8 3,703,867 △ 9.7
尾張旭市 92 △ 6.1 4,115 △ 4.8 12,041,527 △ 0.1 5,956,570 7.0
高浜市 172 0.0 10,811 5.2 46,992,800 4.9 16,481,514 11.9
岩倉市 70 △ 4.1 2,270 △ 4.9 6,054,177 0.3 2,058,830 △ 5.7
豊明市 163 △ 2.4 5,647 2.4 15,900,911 5.5 6,094,099 5.9
日進市 96 △ 4.0 4,225 8.2 10,106,809 △ 0.5 4,058,889 22.5
田原市 82 △ 2.4 14,681 11.1 190,250,841 6.0 62,431,929 48.9
愛西市 182 0.6 3,875 0.9 6,783,412 4.2 2,485,037 7.0
清須市 212 △ 7.8 6,972 △ 6.9 25,112,865 △ 13.7 8,613,829 △ 12.4
北名古屋市 225 △ 1.3 5,845 6.2 20,260,931 24.4 8,981,529 19.6
弥富市 160 1.9 5,021 6.0 15,129,655 △ 14.5 8,037,289 △ 25.5
みよし市 183 △ 0.5 16,877 7.2 88,963,126 △ 2.9 39,487,935 △ 2.1
あま市 273 △ 3.2 6,067 △ 1.7 13,531,500 1.0 5,201,470 △ 9.5
長久手市 23 △ 8.0 1,465 18.8 2,256,978 △ 3.7 779,066 6.4
東郷町 116 △ 4.9 4,144 △ 0.5 12,610,808 △ 4.0 3,385,676 △ 4.6
豊山町 52 △ 1.9 3,030 △ 6.6 11,612,034 36.0 4,695,687 136.9
大口町 112 △ 2.6 12,430 4.0 37,492,226 △ 3.7 13,418,779 3.0
扶桑町 70 0.0 1,532 △ 8.9 3,242,625 0.1 1,360,366 △ 12.2
大治町 77 0.0 2,252 1.0 7,338,164 5.6 2,062,504 4.5
蟹江町 90 11.1 2,264 7.9 5,657,708 16.6 2,113,813 15.1
飛島村 105 △ 2.8 3,642 14.0 24,308,258 29.4 6,500,335 93.6
阿久比町 28 3.7 2,252 4.6 4,846,157 5.6 1,260,685 △ 28.6
東浦町 116 △ 7.2 5,358 △ 8.5 18,127,977 △ 10.6 4,929,993 16.3
南知多町 88 △ 5.4 1,183 △ 9.6 1,601,795 △ 19.1 597,857 △ 25.3
美浜町 41 2.5 1,077 △ 0.6 5,609,168 1.9 1,756,620 32.7
武豊町 88 7.3 6,231 3.1 24,308,436 0.4 8,065,671 153.5
幸田町 94 △ 8.7 11,784 △ 7.0 119,713,645 30.5 39,729,300 44.7
設楽町 12 0.0 264 △ 4.0 988,959 1.7 247,223 3.7
東栄町 8 14.3 128 13.3 136,039 6.1 72,164 9.8
豊根村 3 0.0 17 6.3 5,639 28.1 3,886 15.0

市区町村名



付３ 工業統計調査規則 

 

（省令の目的）  

第１条  統計法 （平成１９法律第５３号。以下「法」という。）第２条第４項に規

定する基幹統計である工業統計を作成するための調査（以下「工業調査」という。）

の施行に関しては、この省令の定めるところによる。  

（調査の目的）  

第２条  工業調査は、工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得

ることを目的とする。  

（調査の期日）  

第３条  工業調査は、経済センサス活動調査（経済センサス活動調査規則 （平成２

３年総務省・経済産業省令第１号）第１条 に規定するものをいう。）を実施する年

の前年を除き、毎年１２月３１日現在によつて行う。  

（調査の範囲） 

第４条  工業調査は法第２条第９項 に規定する統計基準である日本標準産業分類

に掲げる大分類Ｅ―製造業に属する事業所について行う。ただし、次項に規定する

警戒区域等をその区域に含む調査区分にある事業所（避難解除等区域（福島復興再

生特別措置法（平成２４年法律第２５号）第４条第５号 に規定する避難解除等区

域をいう。）にある事業所を除く。）、国に属する事業所及び従業員３人以下の事業

所については、この限りでない。  

２  前項ただし書に規定する「警戒区域等」とは、東日本大震災（平成２３年３月

１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故によ

る災害をいう。以下同じ。）に関して原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律

第１５６号）第１５条第３項 又は第２０条第２項 の規定により内閣総理大臣又は

原子力災害対策本部長（同法第１７条第１項 に規定する原子力災害対策本部長を

いう。）が市町村長（特別区の長を含む。以下同じ。）又は都道府県知事に対して行

つた次の各号に掲げるいずれかの指示の対象となつた区域をいう。  

１  原子力災害対策特別措置法第２８条第２項の規定により読み替えて適用される

災害対策基本法 （昭和３６年法律第２２３号）第６３条第１項の規定による警戒

区域の設定を行うことの指示  

２  住民に対し避難のための立退きを行うことを求める指示、勧告、助言その他の

行為を行うことの指示  

（調査の種類）  

第５条  工業調査は、甲調査及び乙調査とする。  

２ 甲調査は、前条に規定する事業所であつて、従業者３０人以上のもの（製造、加

工又は修理を行つていない本社又は本店であるものを除く。）について行う。  

３  乙調査は、前条に規定する事業所であつて、従業者２９人以下のもの（製造、

加工又は修理を行つていない本社又は本店であるものを除く。）について行う。  
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（調査事項）  

第６条  甲調査は、次に掲げる事項について行う。  

１  事業所の名称及び所在地  

２  本社又は本店の名称及び所在地  

３  他事業所の有無  

４  経営組織  

５  資本金額又は出資金額  

６  従業者数  

７  常用労働者毎月末現在数の合計  

８  現金給与総額  

９  原材料、燃料及び電力の使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費（委

託生産費並びに管理及び販売に係るものを除く。以下この条において同じ。）並

びに転売した商品の仕入額  

10  有形固定資産  

11  リース契約による契約額及び支払額  

12  製造品在庫額、半製品及び仕掛品の価額並びに原材料及び燃料の在庫額  

13  製造品出荷額等（品目別製造品出荷額、加工賃収入額及びその他収入額（当

該事業所の事業によらないものを除く。以下この条において同じ。）をいう。以

下この条において同じ。）及び品目別製造品在庫額  

14  品目別製造品出荷額、加工賃収入額及びその他収入額の合計金額  

15  内国消費税額（酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税の納付税額又は

納付すべき税額の合計額をいう。以下この条において同じ。）  

16  製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合  

17  主要原材料名  

18  作業工程  

19  工業用地及び工業用水  

２  乙調査は、次に掲げる事項について行う。  

１  事業所の名称及び所在地  

２  本社又は本店の名称及び所在地  

３  他事業所の有無  

４  経営組織  

５  資本金額又は出資金額  

６  従業者数  

７  現金給与総額  

８  原材料、燃料及び電力の使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費並び

に転売した商品の仕入額の合計金額  

９  製造品出荷額等  

10  品目別製造品出荷額、加工賃収入額及びその他収入額の合計金額  
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11  内国消費税額  

12  製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合  

13  主要原材料名及び簡単な作業工程  

（調査票の様式）  

第７条  甲調査及び乙調査は、それぞれ経済産業大臣が定める様式による工業調査

票甲及び乙（以下「調査票」と総称する。）によつて行う。  

２ 経済産業大臣は、前項の様式を定めたときは告示する。  

（報告義務）  

第８条  第４条に規定する事業所の管理責任者（以下「報告義務者」という。）は、

第５条の区分に従い、調査票に掲げる事項について報告しなければならない。ただ

し、経済産業大臣が指定する企業（以下「本社一括調査企業」という。）に属する

事業所にあつては、本社一括調査企業を代表する者（以下「本社一括調査企業の報

告義務者」という。）が一括して報告しなければならない。  

（準備調査）  

第９条 都道府県知事は、調査を受ける事業所を確定するため、工業調査の実施に先

立つて第１７条第１項に規定する工業調査員に準備調査を行わせ、経済産業大臣が

定める様式により、工業調査準備調査名簿（以下「準備調査名簿」という。）一部

を市町村長の定める日までに作成させなければならない。ただし、指定地域（東日

本大震災の影響により工業調査の実施に大きな支障が生じている地域として経済

産業大臣の定める地域をいう。以下同じ。）については経済産業大臣が準備調査名

簿を作成するものとする。  

２  経済産業大臣は、前項の様式を定めたときは告示する。  

（調査の方法）  

第 10 条 工業調査は、第１７条第１項に規定する工業調査員が報告義務者に配布す

る調査票によつて行う。ただし、指定地域内にある事業所（本社一括調査企業に

属する事業所及び国直送調査事業所（２以上の事業所を有する個人又は法人その

他の団体の事業所のうち本社一括調査企業に属する事業所を除いたものをいう。

以下同じ。）を除く。）、本社一括調査企業に属する事業所又は国直送事業所調査事

業所に対する調査は、経済産業大臣がそれぞれ指定地域内にある事業所の報告義

務者、本社一括調査企業の報告義務者又は国直送事業所調査事業所の報告義務者

に配布する調査票によつて行う。  

２  報告義務者が調査票の配布を受けなかつたときは、その事業所の所在地を管轄

する市町村長にその旨を申し出て配布を受けなければならない。ただし、指定地域

内にある事業所の報告義務者、本社一括調査企業の報告義務者及び国直送事業所調

査事業所の報告義務者が調査票の配布を受けなかつたときは、経済産業大臣にその

旨を申し出て配布を受けなければならない。  

（調査票の提出）  

第 11 条  報告義務者は、調査票に所定の事項を記入し、記名して、１部を市町村長
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の定める日までに第１７条第１項に規定する工業調査員に提出しなければなら

ない。ただし、指定地域内にある事業所の報告義務者、本社一括調査企業の報告

義務者及び国直轄事業所調査事業所の報告義務者は、調査票に所定の事項を記入

し、記名して、経済産業大臣が定める日までに経済産業大臣に提出しなければな

らない。  

２ 前項本文の規定により調査票の提出を受けた工業調査員は、当該調査票を当該工

業調査員の第１７条第３項に規定する担当調査区を管轄する市町村長に提出しな

ければならない。  

３ 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律 （平成１４年法律第１

５１号）第３条第１項 の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して

報告義務者が調査票を提出する場合は、経済産業省の所管する法令に係る行政手続

等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則（平成１５年経済産業省令

第８号）第３条第３項の規定は、適用しない。  

第 12 条 市町村長は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）内の準備調査名簿及び調

査票を整理した上、審査し、準備調査名簿については、その写し１部を作成して

保存し、準備調査名簿１部及び調査票１部を都道府県知事の定める日までに都道

府県知事に提出しなければならない。 

第 12 条の２ 経済産業大臣は第１１条第１項ただし書きの規定により提出された調

査票を都道府県別に整理した上、審査し、当該調査票に記載された事業所の所在

地を管轄する都道府県知事に当該調査票を１部送付する。  

（調査票等の提出）  

第 13 条 都道府県知事は、受理した準備調査名簿及び調査票を整理した上、審査し、

準備調査名簿の写し１部及び調査票の写し１部を作成して保存し、調査票の内容

を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識

することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）を作成して保存し、

準備調査名簿の内容を記録した電磁的記録を作成しなければならない。  

２  都道府県知事は、準備調査名簿１部及び準備調査名簿の内容を記録した電磁的

記録を翌年５月３１日までに、調査票１部及び調査票の内容を記録した電磁的記

録を翌年６月３０日までに、経済産業大臣に提出しなければならない。  

（事故の場合の措置）  

第 14 条 市町村長は、天災事変その他避けることのできない事故のため、第１２条

に規定する都道府県知事の定める日により難いときは、直ちに、その旨を都道府

県知事に報告しなければならない。  

２ 前項の規定による報告があつた場合には、都道府県知事は、直ちに、その旨を経

済産業大臣に報告しなければならない。  

３ 前項の規定による報告があつた場合には、経済産業大臣は、第１３条に規定する

期限を、第１項の報告を行つた市町村の地域に限り、別に定めることができる。  

４ 経済産業大臣は、前項の規定により第１３条に規定する期限を別に定めたときは、
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その旨を告示する。  

第 15 条  削除  

第 16 条  削除  

（統計調査員）  

第 17 条   工業調査の事務に従事させるため、法第１４条第１項に規定する統計調査

員として都道府県に設置されるものは、次項に規定する事務を適正に執行する能力

を有する者（次の各号に掲げる者を除く。以下「工業調査指導員」という。）及び

第４項に規定する事務を適正に執行する能力を有する者（次の各号に掲げる者を除

く。以下「工業調査員」という。）とする。  

１ 国税徴収法 （昭和３４年法律第１４７号）第２条第１１号 に規定する徴収職

員又は地方税法 （昭和２５年法律第２２６号）第１条第１項第３号に規定する徴

税吏員  

２ 警察法 （昭和２９年法律第百１６２号）第３４条第１項 に規定する警察官又

は同法第５５条第１項 に規定する警察官  

２ 工業調査指導員は、市町村長の調査実施上の指導を受けて、工業調査員に対する

指導、調査票その他の調査関係書類の検査及びこれらに附帯する事務を行う。  

３ 工業調査員は、市町村長から指定された調査区（以下「担当調査区」という。）

を担当する。  

４ 工業調査員は、市町村長の調査実施上の指導及び工業調査指導員の指導を受けて、

担当調査区内にある事業所（指定地域内にある事業所、本社一括調査企業に属する

事業所及び国直送事業所調査事業所を除く。）に係る調査票の配布及び取集、調査

関係書類の作成その他これらに附帯する事務を行う。  

第 18 条  削除 

（実地調査）  

第 19 条  削除  

（集計及び公表）  

第 20 条 経済産業大臣は、調査票を審査した上、集計し、その結果を速やかに公表

する。  

（調査票等の保存期間）  

第 21 条 市町村長の保存する準備調査名簿の写し並びに都道府県知事の保存する準

備調査名簿の写し及び調査票の写しの保存期間は、２年とし、経済産業大臣の保存

する準備調査名簿、調査票及び集計表の保存期間は、３年とする。  

２ 都道府県知事の保存する調査票の内容を記録した電磁的記録の保存期間は２年

とし、経済産業大臣の保存する準備調査名簿、調査票及び集計表の内容を記録した

電磁的記録は永年保存とする。  

 

附 則 （抄）  

１ この省令は、公布の日から施行する。  
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２ 昭和２５年工業センサス規則（昭和２５年通商産業省令第９９号。以下「旧規則」

という。）は、廃止する。  

５ 平成２１年の乙調査は、第５条第３項に規定する事業所のうち、従業者４人以上

のものについてのみ行う。  

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この省令は、公布の日から施行する。 

 （関連する統計調査の調査票の保存等） 

第２条 経済産業大臣は、第１３条第１項の規定による調査票の審査に利用させるこ

とを目的として、経済センサス活動調査規則（平成２３年総務省・経済産業省令第

１号）第１８条の規定により保存されている電磁的記録のうち平成２４年２月１日

現在によつて行つた同規則第１条に規定する経済センサス活動調査の調査票の内

容を記録したものを複写し、並びに当該複写した電磁的記録を都道府県知事に送付

し、保存及び使用させるものとする。 

２ 都道府県知事は前項の規定により送付された調査票の内容が記録されている電

磁的記録を平成２５年６月３０日まで保存できるものとする。 

 

  附 則 

この省令は、公布の日から施行する。 
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